
(仮称)古河市新公会堂・未来産業用地（大堤地区）開発事業 

開発基本協定書（案）

令和８年９月 18日 

古 河 市



（仮称)古河市新公会堂・未来産業用地（大堤地区）開発事業 開発基本協定 

 

 未来産業用地開発事業（大堤地区）地権者協議会（以下「甲」という。）、●●株式会

社（以下「乙」という。）及び古河市（以下「丙」という。）は、未来産業用地開発事業

（大堤地区）（以下「本事業」という。）への立地に関し、次のとおり協定（以下「本協

定書」という。）を締結し、信義誠実の原則に従いこれを履行するものとする。 

また、本協定書は仮協定であって、本事業に関して[SPC 名]及び丙の間で締結された

（仮称）古河市新公会堂整備・運営事業 事業契約書（以下「事業契約」という。）が丙

の議会の議決を経て本契約とみなされた場合に、本協定書を本協定とみなすものとし、

本協定書の調印頁に記載された年月日は、仮協定締結年月日であることを確認する。事

業契約について、丙の議会の可決が得られず、本協定書が本協定として成立しない場合

には、本協定書は無効となり、丙は、丙の責めに帰すべき事由による場合を除き、これ

について損害賠償の責を負わない。 

 

（事業用地） 

第１条 乙は、丙の計画した未来産業用地開発事業（大堤地区）内の甲の構成員が所有

する土地（別紙１「「大堤地区」土地利用計画区域図」内の大堤地区Ａないし●をいい、

以下「甲所有地」という。）及び丙が所有又は管理する道路、水路（別紙１「「大堤地

区」土地利用計画区域図」内の●をいい、以下「丙所有地等」という。また、甲所有

地と併せて「本事業用地」と総称する。）において、地域経済牽引事業を実施する。 

２ 前項の本事業用地の範囲及び面積については、甲、乙、丙の合意をもって決定する

ものとする。 

 

（土地譲渡の方法） 

第２条 本事業の立地に係る用地のうち、甲所有地については、甲の構成員が乙に譲渡

するものとし、その方法は別途締結する甲の構成員及び乙の間の土地売買契約（以下

「土地売買契約（甲所有地）」という。）により定める。 

２ 土地売買契約（甲所有地）に係る売買単価は、すべての甲所有地について●●[提案

金額を記載]円/㎡以上とする。ただし、その他の具体的な売買条件は、土地売買契約

（甲所有地）により定める。 

３ 本事業の立地に係る用地のうち、丙所有地等については、丙が必要な行政上及び財

産管理上の手続を経た上で、丙から乙に譲渡するものとし、その方法は別途締結する

乙及び丙の間の土地売買契約（以下「土地売買契約（丙所有地等）」という。）により

定める。 

４ 土地売買契約（丙所有地等）に係る売買単価は、第２項に定める土地売買契約（甲

所有地）に係る売買単価と同額とする。ただし、その他の具体的な売買条件は、土地



売買契約（丙所有地等）により定める。 

５ 乙は、前各項に基づき取得した本事業用地について、本事業の実施に必要な造成、

インフラ工事その他の必要な手続及び工事を実施するものとする。 

６ 乙は、前項に定める造成、インフラ工事その他の必要な手続及び工事の完了後、別

途締結する乙及び丙の間の土地売買契約に基づいて、本事業用地の一部である別紙２

「（仮称）古河市新公会堂整備用地」の範囲の土地を丙に譲渡するものとする。 

 

（工作物等及び埋設物等の撤去及び補償） 

第３条 乙は、本事業用地において、甲の構成員が甲所有地上に所有する工作物等（別

紙３に掲げる工作物等をいい、以下「本物件」という。）について、当該甲の構成員と

の間で別途補償契約書を締結し、必要な補償を行うものとする。 

２ 前項の補償契約には、補償金額、補償金の支払時期、必要書類の提出その他必要な

事項を定めるものとする。 

３ 埋設物等の撤去については、パイプラインその他これに類する農業用施設の撤去は

乙が自己の責任と費用負担で行い、それ以外の埋設物等の撤去は、当該埋設物等の所

有者又は管理者である甲の構成員が自己の責任と費用負担で行うものとする。ただし、

法令上又は事実上これによることが困難な場合その他特別の事情がある場合は、甲、

乙及び丙が協議の上、撤去主体、費用負担その他の取扱いを定めるものとする。 

４ 乙は、本物件及び埋設物等の撤去時期及び土地引渡しの時期が、本事業用地の造成、

インフラ工事その他の必要な手続及び工事の工程と整合するよう、甲及び丙との調整

に協力するものとする。 

５ 本物件及び埋設物等の撤去時期及び土地引渡しの時期が遅延したこと（本物件の補

償契約の締結又は履行が遅延したことに起因するものを含む。）により、本事業用地の

造成、インフラ工事その他の必要な手続及び工事の工程に支障が生じた場合、甲、乙

及び丙は、その対応について誠実に協議する。 

 

（地域経済牽引事業計画及び土地利用調整計画の策定） 

第４条 乙は、本事業への立地にあたり、地域経済牽引事業計画を策定し、茨城県の承

認を得ることとし、丙は乙の地域経済牽引事業計画に沿った土地利用調整計画を策定

し、茨城県の同意を得るものとする。 

 

（事業の実施及び土地利用に係る支援） 

第５条 丙は、本事業用地の一部に設置する民間提案施設の事業場（以下「本民間提案

施設事業場」という。）における地域経済牽引事業の実施に関し、必要な許認可等に係

る情報提供、助言等を行い、また、連携する茨城県並びに地権者及び周辺住民等の関

係者との調整に係る支援を行うものとする。 



 

 （大堤地区内の立地企業間での協力） 

第６条 乙は、本事業用地において円滑に操業を開始し、相互の企業活動の継続を図る

ため、立地企業相互に協力を図るものとする。 

 

 （市内商工団体との協調） 

第７条 乙は、古河市内商工団体との協調を図ることとし、所属に努めるものとする。 

 

 （古河市民の優先雇用） 

第８条 乙は、本民間提案施設事業場における従業員の確保に当たり、採用条件に合致

する場合は、古河市民を優先して雇用するよう努めるものとする。 

 

 （古河市内企業からの優先調達） 

第９条 乙は、本民間提案施設事業場で実施する開発、事業活動の物資の確保に当たり、

調達条件に合致する場合は、古河市内の企業等から優先して調達するよう努めるもの

とする。 

 

 （緩衝緑地等の維持） 

第１０条 乙は、本事業用地の造成に当たり、その設置及び維持が法令により義務付け

られる緩衝緑地等について、維持保全に努めなければならない。 

 

 （公害防止の措置） 

第１１条 乙は、本民間提案施設事業場の建設及び操業に当たり、環境基本法（平成５

年法律第 91 号）その他の関係法令を遵守し、公害が発生しないよう適正かつ十分な

防止措置を講ずるものとし、公害が発生したときは乙の負担と責任において解決を図

らなければならない。 

 

 （環境景観の形成及び保全） 

第１２条 乙は、古河市景観条例（平成 25年古河市条例第 18号）その他の関係法令等

を遵守し、周辺環境との調和及び保全に努めるものとする。 

 

 （リスクの分担） 

第１３条 本事業に関する乙丙間のリスクの分担については、別表に定める。 

２ 前項に定める事項以外の不測のリスクが生じたときは、乙丙協議の上決定する。 

 

 （協定事項の承継） 



第１４条 乙は、本民間提案施設事業場の所有権、地上権、質権、使用貸借による権利

又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定し、又は移転するときは、

この協定事項を当該権利者に承継するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が第２条第６項に基づいて本事業用地の一部を丙に譲

渡する場合には、当該土地の所有者としての地位及びこれに関する権利並びに義務は

丙に承継されるものとする。ただし、乙が本協定書に基づき地域経済牽引事業の実施

主体として負担する義務は、丙に対する当該譲渡後においても乙が引き続き負担する

ものとする。 

 

（疑義の決定） 

第１５条 本協定書に定めのない事項及び疑義が生じたときは、甲、乙、丙の協議によ

り定めるものとする。 

 

 

 

 

  



 この協定の締結を証するため本書３通を作成し、甲、乙、丙それぞれ記名押印のう

え、各自１通を保有する。 

 

令和９年  月  日 

 

 

           甲 [住所] 

 

             大堤地区地権者協議会 

 

             会長  

 

 

           乙 ●●●●●●●●●● 

 

             ●●●●株式会社 

 

             代表取締役    

 

 

           丙 茨城県古河市下大野２２４８番地 

 

             古河市長    針 谷   力 

 

 

  



別紙１ 

土地利用計画区域図 

  



別紙２ 

（仮称）古河市新公会堂整備用地  



別紙３ 

工作物等位置図  



別表 

リスク分担表 

 

●：主分担 ▲：従分担 

リスクの種類 リスクの内容 
リスク分担 

乙 丙 

許認可リスク 丙が実施する許認可取得の遅延に関するもの  ● 

上記以外の許認可取得の遅延に関するもの ●  

工事遅延・工事費の

増大リスク 

丙の事由による工事遅延、工事費の増大に関するもの  ● 

上記以外の事由による工事遅延、工事費の増大に関するもの ●  

供用開始遅延リス

ク 

公共（丙・県）の事由による供用開始の遅延に関するもの  ● 

※１ 

上記以外による供用開始の遅延に関するもの(本表に別段の定め

があるものは除く。） 
●  

本事業の延期・中止 

リスク 

公共（丙・県）の事由による本事業の中止・遅延・延期  ● 

※１ 

上記以外の本事業の中止・延期・遅延 ●  

土地売買代金変動

リスク 

提案時と乙丙間の土地売買契約に基づく代金支払時との売買代

金の変動に関するもの 

▲ 

※２ 
● 

不可抗力リスク 天災、暴動、公衆衛生上の事態等の不可抗力による費用の増大、

遅延、中止等に関するもの 
● 

▲ 

※３ 

※１：本事業では、本事業用地周辺に市道及び県道（以下総称して「本道路」という。）の整備を

予定している。本道路の整備は丙又は県がその責任と費用により実施するが、当該整備に

係る工事が遅延した場合、本事業に必要な都市計画法に基づく工事完了の検査が実施でき

ず、（仮称）古河市新公会堂及び本民間提案施設事業場の施設整備が完了したにもかかわ

らず、これらの施設の供用開始の遅延リスクが生じる。当該リスクは、丙による負担を原

則とする。 

※２：土地売買代金は「土地代」「付随工事費等（造成工事費、インフラ整備費等）」「その他費用

（開発許可等の手続費用等）」「差額負担相当」「公租公課」で構成する。このうち、物価変

動等の影響により提案時から第２条第６項に定める乙及び丙の間の土地売買契約に基づ

く土地売買代金支払時までに価格が変動するリスクのある「付随工事費等（造成工事費、

インフラ整備費等）」及び「公租公課」について、当該リスクの分担は乙及び丙の間の土地

売買契約において定める。 

※３：不可抗力リスクは、乙による負担を原則とするものの、本事業用地及びインフラ整備工事

に関するものは、第２条第６項に定める乙と丙の間の土地売買契約の実行後における、本

事業用地に占める乙及び丙の土地所有面積比率に基づいて負担することを基本とし、協議

により決定する。 


